
1 
1－1 三重県庁の率先実行取組

三重県では、県民や企業の皆様から信頼できる

パートナーとして認めていただけるよう、県自ら

がまず環境負荷の低減に率先して取り組んでいま

す。

県庁の率先実行の取組や、県民・企業等との協

働・連携による環境負荷低減に向けた取組が評価

され、平成13（2001）年４月の「第10回地球環

境大賞(優秀環境自治体賞）」(フジサンケイグル

ープ及び日本工業新聞主催）に続き、平成14

（2002）年４月には「第２回自治体環境グランプ

リ（エコライフスタイル推進部門賞）」（主催：

（財）社会経済生産性本部）を受賞しました。

) 多様な県機関へのＩＳＯ１４００１の導入

・平成12（2000）年２月に、三重県庁の本庁舎と

その周辺機関でＩＳＯ１４００１の認証を取得

し、オフィス活動を始め、イベントや公共工事、

環境基本計画を含む全ての事務・事業活動での環

境負荷低減の取組を進めています。

・平成13（2001）年３月には、認証範囲を全ての

地域機関に、また、平成18（2006）年２月に一

部の試験研究機関に拡大しました。さらに、医療

機関や県立大学及び県立高校２校が認証取得し、

ＩＳＯ１４００１に基づく環境保全活動を進めい

ています。

* 継続的改善を目指した三重県庁ＩＳＯ１４００

１の取組

・三重県庁ＩＳＯ１４００１の５年間（平成11

（1999）年度～16（2004）年度）の取組では、オ

フィス活動における省資源、省エネルギーといっ

た側面において大きな成果をあげることができま

した。

・全てのオフィスで個人のゴミ箱を撤去するなど、

廃棄物の減量と分別を徹底しており、その結果、

平成16（2004）年度の全県庁でのリサイクル率

は84％でした。

・経費節減効果については、平成11（1999）年度

から平成13（2001）年度までの３年間で約16億

円でした。また、平成16（2004）年度は平成13

（2001）年度に比較して約630万円でした。

県における環境経営の推進

・平成14（2002）年度には、こうした事業主体と

しての環境負荷低減の取組をとりまとめ、都道府

県の一般行政レベルでは初めて「環境報告書」と

して発行しました。なお、この環境報告書は、県

民や事業者との「次世代に誇れる三重の環境づく

り」についてのコミュニケーションツールの一つ

として活用しています。平成17（2005）年度は、

環境教育の充実を図る一方、「システムの効果的

効率的な運用」を行っていきます。

・平成14（2002）年度は認証取得から３年目を迎

え、システムの大幅な見直しを行い、平成15

（2003）年２月に登録更新しました。特に更新シ

ステムでは、全ての部局において、「環境に有益

な事業（64事業）」を環境目的・目標に定め、地

球温暖化防止など、地球規模の環境保全や改善を

積極的に進めていくこととしました。また、平成

16（2004）年度には、第８回環境コミュニケー

ション大賞環境報告書部門において、都道府県レ

ベルとしては初めて「奨励賞」を受賞しました。

1－2 環境調整システムの推進
三重県では、自ら実施する開発事業について、

その計画を立案する段階から、環境保全に対する

配慮を審議・調整する環境調整システムを運用

し、県開発事業における環境配慮の徹底を図って

います。平成17（2005）年度には５件の開発事

業について審議・調整を行いました。

対象とする開発事業の種類は次のとおりです。

①道路の整備

②河川・ダム等の整備

③海岸の整備

④公有水面の整備

⑤港湾の整備

⑥森林の整備

⑦公園の整備

⑧下水道の整備

⑨水道の整備

⑩農業農村の整備

⑪発電所の整備

⑫建物の建設

⑬用地の整備

⑭その他
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1－3 組織的な取組を進める三重県庁のグリー
ン購入

・平成13（2001）年10月１日に「みえ・グリーン

購入基本方針」を新たに策定し、平成13（2001）

年度に日常的に購入する全ての消耗品（単価契約

物品）を環境配慮型商品にしました。平成14

（2002）年度からは、物品だけでなく、役務や公

共工事部門についても数値目標を定めてグリーン

購入に取り組んでいます。

・公用車については、「三重県低公害車等技術指針」

を平成18（2006）年３月に改正し、より一層の

低公害車の導入を進めています。

また、平成17（2005）年４月に基本方針の一

部改正を行い、事業者の選定にあたっては、ＩＳ

Ｏ１４００１をはじめ、みえ・環境マネジメント

システム・スタンダード（Ｍ－ＥＭＳ：ミームス）

等の導入により適切な環境管理を行っていること

なども考慮し、事業者に対して環境保全活動への

積極的な取組を働きかけています。

・県庁の各機関を結んだ情報ネットワークとリサイ

クルセンターを利用したリサイクルシステムを構

築し、各部署で不要になった物品の情報交換と有

効利用を行っています。

・なお、平成12（2000）年５月には、グリーン購

入ネットワークから「第３回グリーン購入大賞」

をいただきました。

1－4 ＬＣＡ手法を応用した環境経営のまちづ
くりの推進

・21世紀においては、環境と経済を同軸で捉え、環

境配慮が経済的価値の創造へ、経済価値の追求が

環境配慮へと、お互いが相乗効果を発揮する｢環

境経営｣の推進が必要です。

・ＬＣＡ（Life Cycle Assessment）は、製品やサー

ビスの環境負荷を資源採取の段階から原料素材

化、生産及び製品の使用・廃棄段階まで製品の生

涯（ライフサイクル）全体に渡って、資源及びエ

ネルギーの使用量や環境に影響を及ぼす排出物を

定量的に把握し、評価する手法です。

・本県では、液晶（フラットパネルディスプレイ）

産業の県内進出を契機に、このＬＣＡ手法を応用

し、県民、企業、行政の協働によって、環境負荷

低減と経済の活性化を目指した｢環境経営のまち

づくり｣を推進するため、平成15（2003）年度か

ら多気町を対象に、土地造成、道路、下水道、廃

棄物処理計画に関する整備計画の環境影響を把握

して、環境負荷が少ない整備計画をモデル的に提

案するとともに、この結果をとりまとめてパンフ

レットを作成しました。

2 
2－1 生活創造圏づくり推進事業の実施

生活創造圏づくりは、市町の広域連携や住民参

画の推進などを踏まえ、県も参画しながら個性あ

る豊かで住みよい生活圏域を創り出していこうと

するものです。

「生活創造圏づくり推進事業」において、この

生活創造圏づくりの推進に資する市町等の事業を

支援することとしており、平成17（2005）年度

においても広域的な環境保全のための事業や先見

性・創造性に富んだ環境保全対策を行う市町等に

対し支援を行いました。

2－2 市町等におけるＩＳＯ１４００１ネット
ワーク化の促進

・市町が率先して環境保全に取り組むことは、地域

での環境保全活動の推進に大きな効果があること

から、ＩＳＯ１４００１の認証取得や、その効果

的な運用について支援してきました。

・平成17（2005）年度は、市町相互の情報交換や、

市町と県とのネットワーク化を進めることによ

り、環境保全取組の一層の向上を図るため、三重

県自治体ＩＳＯ１４００１ネットワーク会議を４

回開催しました。

・平成16（2004）年度に実施した市町村のＩＳＯ

１４００１の運用状況の実態調査結果を踏まえ、

学識経験者を含む研究会を開催し、その効果的な

運用方法や改善方法について検討しました。

3 
3－1 環境保全施設整備に対する支援
) 三重県環境保全資金融資制度

県内中小企業の公害防止、環境保全等の環境問

題に対する取組に対し、必要となる資金の融資を

実施しました。

平成17（2005）年度には、融資件数が112件、

融資額が963,784千円でした。

事業者の環境経営の促進

市町における環境経営の促進
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3－5 環境に優しい生産技術の確立
農林水産業における環境ビジネスの育成・振興

のための、生産性向上、省力化、高付加価値化等

生産現場に直結した技術の確立が重要です。

平成17（2005）年度には、持続的養殖生産確

保法に基づき、漁業者が養殖漁場の漁場改善計画

を樹立し、県が認定しました。

3－6 小規模事業所向けＥＭＳ（環境マネジメ
ントシステム）の導入

平成16（2004）年９月に三重県では、幅広く

県内事業者の環境経営の取り組みの促進を目指し

て「具体的で取り組みやすく、かつ、費用負担の

少ない」ミームス（Ｍ－ＥＭＳ）と呼ばれる環境

マネジメントシステム規格および審査制度を設立

し、制度普及のための説明会・相談会、審査体制

を充実するための審査員研修会を開催するととも

に、平成18（2006）年３月までに85事業者にお

いて環境マネジメントシステムの構築を進めまし

た。
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